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 アフガニスタン支援経費

計４９９億円（４８７億円）
アフガニスタン自身の治安能力向上：

１９３億円（１９３億円）

－ 警察支援（警察官の給与・手当の支援、警察機材の供与）、麻薬対策。

元タリバーン末端兵士の社会への再統合支援：

１０３億円（１０３億円）

外務省所管第２次補正予算（案）
(１２月１５日閣議決定)

２，５０５億円（うちODA １，４５８億円）

（かっこ内はODA）

１０３億円（１０３億円）

－ 職業訓練や、アフガニスタン国内のコミュニティ向けの小規模な開発プ
ログラム等への支援。

アフガニスタンの持続的・自立的発展のための支援：

２０４億円（１９２億円）

－ 医療、保健等の分野（含む、アフガニスタン国軍の医療に関する活動
の支援）及びアフガニスタン難民・パキスタン国内避難民への支援。

－ 下院・郡議会選挙準備の支援。

 アジア・アフリカ等気候変動緊急支援：

７１１億円（７１１億円）
－ アジア・アフリカ諸国等の気候変動による洪水、干ばつ、食糧不足や森

林減少・劣化等に対処するための、我が国の環境関連技術・経験を活
用した支援等のために必要な経費。
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 世界エイズ・結核・マラリア対策基金への拠出：

１８９億円（１８９億円）
－ アジア・アフリカ地域を対象とした緊急医療支援経費。

（２００８年５月、我が国として、世界エイズ・結核・マラリア対策基金に

対し「当面５．６億ドルの拠出」を表明。）

 その他

国連分担金： ４億円（０．５億円）

国連平和維持活動（ＰＫＯ）分担金：

１，０１３億円（７１億円）

朝鮮半島エネルギー開発機構拠出金： ９０億円
－ 国際協力銀行（ＪＢＩＣ）の朝鮮半島エネルギー開発機構（ＫＥＤＯ）へ－ 国際協力銀行（ＪＢＩＣ）の朝鮮半島エネルギー開発機構（ＫＥＤＯ）へ

の債権の償還に係る経費。

※四捨五入の関係で合計に不一致あり。

＜過去の推移＞
平成２１年度第１次： ５３６億円 （４９６億円）

※うち１０３億円（８４億円）が執行停止。
平成２０年度： ２，２４１億円 （１，０６０億円）
平成１９年度： ２，０７８億円 （７６５億円）
平成１８年度： １，８３３億円 （８６２億円）
平成１７年度： １，３０４億円 （３２３億円）
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6,700億円 （▲ 1.4%） 6,572億円 （▲ 1.9%）

うちＯＤＡ 4,363 （▲ 1.0％） 4,134（▲ 5.3％）
非ＯＤＡ 2,336 （▲ 2.1％） 2,438（ 4.3％）

四捨五入の関係上合計に不一致あり。
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人件費
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（ＡＰＥＣ、ＣＯＰ１０開催経費を除いた場合、
非ＯＤＡの総額は2,331億円（▲0.2％）となる。）

※運用資金返納に伴う
措置7.4億円を含む。



行政刷新会議の事業仕分け

１．事業仕分けを踏まえた概算要求額からの削減額： 計９０億円

案件名
平成２２年度

概算
（１０／１５）

平成２２年度
政府案

削減額 削減率

①国内での大型国際会議
開催経費

１３３ １０８ ２５ ▲１８．７％

うちＡＰＥＣ １２０ ９５ ２４ ▲２０．４％

うちＣＯＰ１０ １３ １２ ０．４ ▲３．０％

②ＪＩＣＡ運営費交付金 １,５０９ １,４８０ ２９ ▲１．９％

③無償資金協力 １,５７２ １,５４２ ３０ ▲１．９％

（単位： 億円）
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④海外での各種会議等出
席旅費

５．１ ４．４ ０．７ ▲１４．０％

⑤国際交流基金運営費交
付金

１２２ ※１２１ ０．７ ▲０．６％

⑥広報に要する経費 １５ １３ ２．５ ▲１６．４％

⑦招聘事業に要する経費 １１ ８．２ ２．６ ▲２４．０％

２．事業仕分けを踏まえた国際交流基金運用資金の返納額：

３４２億円

※運用資金返納に伴う措置７．４億円を除く。



ＯＤＡ予算

（単位：億円）

平成２１年度
当初予算

平成２２年度
政府案

対20'増▲減率 対21'増▲減額 対21'増▲減率

無償資金協力
１，６０８．４ １，５４１．５

１．３％ ▲６６．９ ▲４．２％

ＪＩＣＡ運営費交
付金

１，５５８．５ １，４７９．９

１．３％ ▲７８．６ ▲５．０％

ＪＩＣＡ有償資金協
７０．０ ０

ＪＩＣＡ有償資金協

力部門交付金

７０．０ ０

▲４８．１％ ▲７０．０ ▲１００．０％

分担金・拠出金
５０２．３ ５１４．２

▲１．８％ １１．９ ２．４％

援助活動支援等
（国際交流基金及びＯＤＡ一般

事務経費)

６２４．０ ５９８．２

▲１．７％ ▲２５．８ ▲４．１％

計
４，３６３．２ ４，１３３．８

▲１．０％ ▲２２９．４ ▲５．３％

（注）四捨五入の関係上合計に不一致あり。
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主な分担金・拠出金

平成２１年度
当初予算

平成２２年度
政府案

対前年度増減▲率

分担金・
義務的拠出金

１，０２３ １，０４９ ２．６％

任意拠出金
（世界エイズ・結核・マラリア
対策基金への拠出を除く※）

３０８ ２５８ ▲１６．３％

※平成２２年度当初予算においては、２００８年５月に表明した世界エイズ・結核・マラリア対策基金

への「当面５．６億ドルの拠出」 を早期に達成するためにも、約６０億円の拠出を計上。右拠出を

加えれば任意拠出金の予算総額は３１８億円（対前年度比３．２％増）となる。

（単位：億円）

平成２１年度
当初予算

平成２２年度
政府案

対前年度
増減▲率

国際連合 ３７５ ３９６ ５．７％

国際連合平和維持活動（ＰＫＯ） ２３０ ２４８ ７．８％

国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ) ７２ ８０ １１．８％

国際原子力機関（ＩＡＥＡ） ６６ ６３ ▲４．３％

国際連合教育科学文化機関
（ＵＮＥＳＣＯ）

４６．７ ４７．４ １．６％

国際再生可能エネルギー機関
（ＩＲＥＮＡ）

０ ０．３ －
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平成２１年度
当初予算

平成２２年度
政府案

対前年度
増減▲率

国際連合開発計画（ＵＮＤＰ） ８１ ７２ ▲１０．７％

国際連合難民高等弁務官（ＵＮＨＣＲ） ５７ ５３ ▲７．０％

人口関係国際機関等拠出金 ４５ ３４ ▲２３．２％

国際連合児童基金（ＵＮＩＣＥＦ） １６ １５ ▲９．７％

人間の安全保障基金（ＨＳＦ） １７ １２ ▲２５．５％

主な分担金・拠出金（２）

（単位：億円）

人間の安全保障基金（ＨＳＦ） １７ １２ ▲２５．５％

国際機関職員派遣信託基金（ＪＰＯ） １２ １１ ▲１３．９％

世界食糧計画（ＷＦＰ） ６．８ ６．２ ▲９．７％

世界エイズ・結核・マラリア対策基金 ０ ６０ －

生物多様性条約 ＊
（ポスト２０１０年目標達成イニシアティブ）

０ ０．５ －

アジア太平洋経済協力推進拠出金 ＊ ０ ０．３ －

国際移住機関拠出金（ＩＯＭ）
（第三国定住難民支援関係）

０ ０．２ －

中央緊急対応基金(ＣＥＲＦ) １．０ １．９ ８２．５％

国際原子力機関（ＩＡＥＡ）
核物質等テロ行為防止特別基金

０．１ ０．５ ４４５．６％

＊ ２０１０年にAPEC及びCOP１０（生物多様性条約第１０回締約国会議）の議長国としてのイニシアティブを発揮
すべく計上したもの。
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平和構築・テロ対策、貧困の根絶と国家の再建
２，１８２．１億円

（内訳）
 アフガニスタン・パキスタン支援

３７０．３億円（１７１．７億円、＋１１５．６％）

重要外交課題関連予算（その１）

平和構築・テロ対策
５３０．７億円（４１９．５億円、＋２６．５％）

【平成２１年度第２次補正 アフガニスタン支援経費： ４９９億円】

 中東の和平・安定
４９．４億円（８０．５億円、▲３８．６％）

 テロ・海賊対策、平和構築
１０８．１億円（１６４．１億円、▲３４．１％）

 平和構築人材育成
２．８億円（３．２億円、▲１２．７％）

※括弧内の数字は平成２１年度予算額及び前年度比増減率。
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重要外交課題関連予算（その２）

（内訳）
 アフリカ支援

５８１．０億円（６１７．１億円、▲５．９％）
【平成２１年度第２次補正 アジア・アフリカ等気候変動緊急支援：

７１１億円】

 ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の達成・人間の安全保障の推進
関連二国間協力（除くアジア、アフリカ等）

４４８．３億円（５７６．２億円、▲２２．２％）

 ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の達成・人間の安全保障の推進

ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の達成・人間の安全保障の推進
１，６５１．４億円（１，７９５．１億円、▲８．０％）

関連国際機関への分担金・拠出金
２８３．９億円（３２２．５億円、▲１２．０％）

 感染症対策
２１８．０億円（１７１．０億円、＋２７．５％）

【平成２１年度第２次補正 世界エイズ・結核・マラリア対策基金：
１８９億円】

 ＮＧＯとの連携強化
１１１．０億円（１０２．０億円、＋８．８％）

 難民問題への対応
７．９億円（４．９億円、＋６２．９％）

 ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の達成・人間の安全保障の推進
関連経費（国際会議参加のための費用等）

１．３億円（１．４億円、▲７．８％）

※括弧内の数字は平成２１年度予算額及び前年度比増減率。
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重要外交課題関連予算（その３）

環境・気候変動問題への対応 ４８６．５億円

（内訳）
 環境・気候変動分野における途上国支援

４０７．８億円（３７０．５億円、＋１０．１％）
【平成２１年度補正 アジア・アフリカ等気候変動緊急支援：

７１１億円】

 生物多様性条約第１０回締約国会議（ＣＯＰ１０）
１３．３億円（新規）

 米国高速鉄道計画における日米協力推進のための
我が国新幹線の理解・認知度向上セミナー

地球温暖化対策の推進、環境分野などの技術革新で世界を
リード ４６６．０億円（４２２．９億円、＋１０．２％）

０．１億円（新規）

 環境・気候変動問題関連国際機関への分担金・拠出金
４３．５億円（５１．３億円、▲１５．２％）

 環境・気候変動問題関連国際会議への参加経費
１．３億円（１．０億円、＋２７．６％）

（内訳）
 国際再生可能エネルギー機関（ＩＲＥＮＡ）

０．３億円（新規）

 エネルギーの安定確保に向けた取組
６．６億円（８．５億円、▲２１．９％）

 原子力の平和的利用に向けた取組
１３．６億円（１４．３億円、▲５．１％）

エネルギーの安定供給体制の確立
２０．５億円（２２．８億円、▲９．９％）

※括弧内の数字は平成２１年度予算額及び前年度比増減率。
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重要外交課題関連予算（その４）

アジア太平洋外交の推進
７４２．１億円

（内訳）
 ２０１０年日本ＡＰＥＣ開催経費等

９５．９億円（２．９億円、＋３，２４２．２％）

 ＡＰＥＣ関連拠出金
１．３億円（１．３億円、▲１．０％）

２０１０年日本ＡＰＥＣの成功に向けた取組強化
９７．１億円（４．２億円、＋２，２３７．７％）

アジア太平洋外交の推進
６４５．０億円（７５６．２億円、▲１４．７％）

（内訳）
 アジア大洋州諸国向け二国間協力

５８８．２億円（６９６．０億円、▲１５．５％）
【平成２１年度第２次補正 アジア・アフリカ等気候変動緊急支援：

７１１億円】

 領土問題
７．５億円（７．２億円、＋３．２％）

 歴史問題
２．１億円（１．８億円、＋１６．０％）

 日米安全保障条約署名５０周年シンポジウム開催経費をは
じめとする米国との協力・関係強化のための経費

１．７億円（１．６億円、＋５．９％）

 アジア大洋州諸国との協力・関係強化のための経費
４５．５億円（４９．５億円、▲８．１％）

※括弧内の数字は平成２１年度予算額及び前年度比増減率。
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核軍縮・不拡散に向けた努力
１０３．２億円

重要外交課題関連予算（その５）

（内訳）
 包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の早期発効、カットオフ

条約（兵器用核分裂性物資生産禁止条約）の早期実現
への取組

２０．１億円（２１．４億円、▲５．９％）

 核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）運用検討会議
０．８億円（０．４億円、＋９９．１％）

 国際原子力機関（ＩＡＥＡ）（核不拡散）

核兵器廃絶に向けた努力
８３．８億円（８７．５億円、▲４．２％）
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 国際原子力機関（ＩＡＥＡ）（核不拡散）
６２．８億円（６５．６億円、▲４．３％）

（内訳）
 大量破壊兵器問題への対応に係る分担金・拠出金

１６．１億円（１１．８億円、＋３６．８％）

 大量破壊兵器問題への対応に係る経費
３．３億円（３．９億円、▲１４．９％）

大量破壊兵器問題への対応
１９．５億円（１５．７億円、＋２４．０％）

※括弧内の数字は平成２１年度予算額及び前年度比増減率。



重要外交課題関連予算（その６）

国連外交
６９５．９億円

（内訳）
 国連分担金

３９６．１億円（３７４．５億円、＋５．７％）
【平成２１年度第２次補正 国連分担金： ４億円】

 国連分担金以外の国連外交関連経費
４９．１億円（４９．５億円、▲０．９％）

国連を重視した世界平和の構築の推進
４４５．２億円（４２４．１億円、＋５．０％）

15

（内訳）
 国連平和維持活動（ＰＫＯ）分担金

２４７．７億円（２２９．９億円、＋７．８％）
【平成２１年度第２次補正 ＰＫＯ分担金： １，０１３億円】

 国連平和維持活動（ＰＫＯ）分担金以外のＰＫＯ活動への
貢献

３．０億円（４．６億円、▲３４．０％）

国連平和維持活動（ＰＫＯ）を通じた平和構築
２５０．７億円（２３４．４億円、＋６．９％）

※括弧内の数字は平成２１年度予算額及び前年度比増減率。


